
証券コード：9065

第114回 定時株主総会招集ご通知

2023年６月23日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）開催日時

東京都中央区勝どき六丁目５番23号
当社会議室開催場所

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

決議事項

• 当社株主総会はインターネットでのライブ配信
でもご覧いただけます。
• 当社株主総会にご来場いただく場合、感染予防
対応としてマスク着用にご協力をお願いします。
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(証券コード9065)
2023年６月１日

（電子提供措置の開始日 2023年６月１日）

株主各位
本社事務所

福岡県北九州市門司区港町６番７号
東京都中央区勝どき六丁目５番23号

代表取締役
社 長 中 村 公 大

第114回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第114回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供

措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、ご確認
くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト https://www.sankyu.co.jp/
（トップページの「NEWS」からご覧ください）

また、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（会社名または証券コードを入力して検索いただき、基本情報、縦覧書類/PR情報、株主総会

招集通知/株主総会資料からご覧ください）

なお、当日ご出席されない場合は、書面郵送またはインターネットにより議決権を行使することができますの
で、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、後述のご案内に従って2023年
６月22日（木曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬具
記

1. 日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

2. 場 所 東京都中央区勝どき六丁目５番23号
当社会議室（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）
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3. 会議の目的事項
報告事項 （1）第114期（2022年４月１日から2023年３月31日まで) 事業報告、連結計算書類の内容

並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
（2）第114期（2022年４月１日から2023年３月31日まで) 計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

4. 議決権行使等についてのご案内
（1）行使方法

議決権を行使するには、株主総会当日ご出席いただく方法のほか、議決権行使書用紙を郵送する方法、イン
ターネットによる方法の３つがございますので、いずれかの方法をご選択ください。

（2）重複行使された場合の取り扱い
議決権行使書面郵送とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、インターネットに
よる行使を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。なお、インターネットにて複数回の議決権
行使をされた場合は、最後に行われた行使を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
また、書面郵送及びインターネットにて議決権を行使されて、株主総会にご出席された場合は、株主総会に
て議決権を行使されたものとして取り扱わせていただきます。

（3）代理人による議決権行使
株主総会当日にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会にご出席い
ただくことが可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

（4）議決権行使書面に議案に対する賛否の表示がない場合の取り扱い
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ
ていただきます。

以上

◎ 株主総会当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。



電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類の議案及び参考事項をご覧いただき、議決権の行使をお願い申しあげます。
議決権行使には以下の３つの方法がございます。

■ 株主総会ご出席による議決権行使

議決権行使のご案内

株主総会開催日時 2023年６月23日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、株主総会招集ご通知（本書）をお持ちください。

インターネットによる議決権行使では、「議決権電子行使プラットフォーム」もご利用いただけます。

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）
フリーダイヤル：0120-173-027 (受付時間 9:00～21:00、通話料無料）

■ 郵送による議決権行使

行使期限 2023年６月22日（木曜日）
午後５時30分まで

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するよう
ご郵送ください。

■ インターネットによる議決権行使
2023年６月22日（木曜日）
午後５時30分まで行使期限

インターネットによる議決権行使に際しましては、行使期限までにご行使ください。詳しくは次頁
をご覧ください。

スマートフォンをご利用の株主様
スマートフォンでの議決権行使は、「ログインID」「仮パスワード」が入力不要で
ご利用いただけます。

システム等に関するお問い合せ
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山九 株式会社

インターネット等による議決権行使のご案内

2023年６月22日（木曜日）
午後５時30分まで

インターネットによる議決権行使は、スマートフォンま
たはパソコン等から議決権行使ウェブサイトにアクセス
いただき、画面の案内に従ってご行使くださいますよう
お願い申しあげます。

スマートフォンの場合 QRコードを読み取る方法

QRコードを読み取る

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右
側）に記載の「ログイン用QR
コード」を読み取る。

議決権行使書副票（右側）

議決権行使方法を選ぶ

議案賛否方法の選択画面
が表示されるので、議決
権行使方法を選ぶ。

各議案の賛否を選択

画面の案内に従っ
て行使完了です。

画面の案内に従って各議案の
賛否を選択。

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、「ログインID」及び「仮パスワード」が入力不要で
ログインいただけます。

議決権行使期限

「ログイン用
QRコード」はこちら

見本
見本

1

2

3
山九 株式会社
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❶ ｢次の画面へ｣をクリック

❷お手元の議決権行使書用紙の右下に
記載された｢ログインID｣及び｢仮パス
ワード｣を入力

❸｢ログイン｣をクリック

❹現在のパスワードを｢現在のパスワード
入力欄｣に、新しいパスワードを｢新し
いパスワード入力欄｣と｢新しいパスワ
ード（確認用）入力欄｣の両方に入力。
パスワードはお忘れにならないようご
注意願います。

❺｢送信｣をクリック

ログインする2

パスワードを
登録する3

● ●

「ログインID、仮パスワード」入力画面

❷ ❸

● ●❹ ❺

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
ご注意
■ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担となります。

議決権行使サイトへ
アクセスする1

「議決権行使サイト」トップページ

●❶

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）において、議決権行使書用紙に記載され
た「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

ログインID・仮パスワードを入力する方法
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様に対する安定的な利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識しており、将来の事業展

開に備え、戦略的な設備投資並びに財務体質の強化を図りながら、業績に基づく成果の配分を行うことを利益配
分の基本方針としております。
この方針に基づき、当期の期末配当等につきましては当期の事業における成果と、今後の事業競争力と財務体

質の強化を勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。

1. 期末配当に関する事項
（1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金 80円
総額 4,679,602,000円

（2）剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月26日

なお、本議案が原案どおり承認可決された場合には、中間配当金を含めた１株当たりの当期の年間配当額は
150円になります。
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第２号議案 取締役５名選任の件
取締役 中村公一、中村公大、吾郷康人、諸藤克明、堀啓二郎の５氏は本総会終結の時をもって任期満了とな

ります。
当社の取締役会は、監督機能をより強化するため業務執行の分離を促進し、経営陣から独立した社外取締役の

意見をより反映できる体制構築を目指しております。
つきましては取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 地 位 性別 担 当 取締役会出席状況

1 再任
なか むら きみ かず

中村 公一 代表取締役
会長 男性 CEO 100％（17回／17回）

2 再任
なか むら きみ ひろ

中村 公大 代表取締役
社長 男性 COO 100％（17回／17回）

3 再任
あ ごう やす と

吾郷 康人 代表取締役
副社長 男性 100％（17回／17回）

4 再任
もろ ふじ かつ あき

諸藤 克明 代表取締役
専務取締役 男性 管理・ESG管掌

CFO 100％（17回／17回）

5 新任
たか だ あきら

髙田 明 社外
独立役員 男性 －
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候補者番号 1
なか むら きみ かず

中 村 公 一 再 任

生年月日
1949年９月30日生
年齢
73 歳
性別
男性

略歴、地位、担当
1973年４月 当社入社
1981年６月 当社取締役
1984年６月 当社常務取締役

1985年６月 当社代表取締役副社長
1986年３月 当社代表取締役社長
2016年４月 当社代表取締役会長 CEO

（現在）

重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数
該当なし 228,200株

取締役候補者とした理由
中村公一氏は、1986年３月から代表取締役社長として30年にわたり当社グループの企業経営をリード
し、継続的な企業価値の向上及び事業の発展に努めてまいりました。現在は代表取締役会長として、企
業経営に加え経済団体や業界団体への貢献も行っています。今後もこの豊富な経営者としての経験と見
識を当社グループの経営に活かし、CEOとして当社の重要事項の決定及び経営執行の監督に十分な役割
を果たすことを期待し、取締役候補者といたしました。

候補者番号 2
なか むら きみ ひろ

中 村 公 大 再 任

生年月日
1976年８月16日生
年齢
46 歳
性別
男性

略歴、地位、担当
2002年４月 当社入社
2009年４月 当社千葉支店長
2011年５月 当社経営企画副担当兼経営企画

部長
2011年６月 当社執行役員
2012年４月 当社経営企画副担当 兼経営企画

部長 兼事業・エリア管掌補佐

2013年４月 当社エリア統括
2013年６月 当社取締役 兼執行役員
2014年４月 当社代表取締役専務取締役

当社事業・エリア管掌 兼エリ
ア統括

2016年４月 当社代表取締役社長 COO
（現在）

重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数
該当なし 31,300株

取締役候補者とした理由
中村公大氏は、入社後、証券会社への出向経験を経て、当社の経営企画部門を歴任しました。2013年６
月に取締役就任後は、事業及び地域の経営単位であるエリアの統括として業務執行に携わり、当社グル
ープの事業運営及び企業経営において豊富な経験を有しております。また2016年４月から代表取締役社
長として就任し、継続的な企業価値の向上及び事業の発展に努め、経営全般をリードしています。今後
もこの経験を活かし、当社グループの重要事項の決定及び経営執行の監督に十分な役割を果たすことを
期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 3
あ ごう やす と

吾 郷 康 人 再 任

生年月日
1958年２月２日生
年齢
65 歳
性別
男性

略歴、地位、担当
1982年４月 新日本製鐵㈱（現日本製鉄㈱）

入社
2011年４月 同社執行役員（大分製鐵所長委

嘱）
2013年４月 当社入社、当社顧問
2013年６月 当社取締役 兼常務執行役員

当社経営企画担当付
2013年７月 当社事業・エリア管掌付

2014年４月 当社代表取締役専務取締役
当社管理管掌 兼安全・環境統
括

2015年４月 当社管理管掌 兼技術・開発本
部長 CTO 兼安全・環境統括

2016年４月 当社代表取締役副社長
当社CTO 兼技術・開発本部長

2018年４月 当社代表取締役副社長（現在）

重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数
該当なし 8,400株

取締役候補者とした理由
吾郷康人氏は、当社主要顧客である新日本製鐵㈱（現日本製鉄㈱）の出身であり、当社の基幹事業であ
る鉄鋼事業において豊富な経験と見識を有しております。2013年６月に取締役就任後はその経験を活か
し、管理管掌や安全、環境、技術開発などの様々な業務執行を担い、現在は代表取締役副社長を務めて
います。今後もこの経験を活かし、当社グループの重要事項の決定及び経営執行の監督に十分な役割を
果たすことを期待し、取締役候補者といたしました。

候補者番号 4
もろ ふじ かつ あき

諸 藤 克 明 再 任

生年月日
1960年４月10日生
年齢
63 歳
性別
男性

略歴、地位、担当
1983年４月 当社入社
2008年４月 当社経理部長
2011年５月 当社東京支店長
2016年４月 当社関西エリア長
2016年６月 当社執行役員
2019年４月 当社常務執行役員財務担当 CFO

2019年６月 当社取締役 兼常務執行役員
財務担当 CFO

2022年４月 当社代表取締役専務取締役
管理管掌 CFO

2023年５月 当社代表取締役専務取締役
管理・ESG管掌 CFO（現在）

重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数
該当なし 4,400株

取締役候補者とした理由
諸藤克明氏は、入社以来事業部門や財務部門を歴任し、2008年４月経理部長に就任しました。また、事
業部門の支店長を経て、地域の経営単位の長である関西エリア長を歴任し、現在は代表取締役専務取締
役管理・ESG管掌 CFOを務め、当社グループの財務分野、事業運営、会社経営において豊富な経験を有
しています。今後もこの経験を活かし、当社グループの財務・管理部門における重要事項の決定及び経
営執行の監督に十分な役割を果たすことを期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号 5
たか だ あきら

髙 田 明 新 任 社 外 独立役員

生年月日
1958年１月３日生
年齢
65 歳
性別
男性

略歴、地位、担当
1981年４月 野村證券㈱入社
2001年12月 同社IBコンサルティング室長

2012年４月 野村インベスター・リレーショ
ンズ㈱取締役

2018年３月 トラスコ中山㈱常勤監査役

重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数
該当なし 0株

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
髙田明氏は、野村證券㈱入社後、同社グループ会社の取締役を歴任したことから経営者として豊富な経
験と高い見識を備え、かつコンサルタントとして発行会社と資本市場及び投資家との関係構築に関する
豊富な経験を有しています。そのため株主の立場を十分に理解した社外取締役として、取締役会への客
観的な助言・提言、さらに独立した立場から監督機能の更なる強化へ貢献いただけることが期待できま
すので、社外取締役として適任であると判断いたしました。

（注）1. 各候補者の年齢は、本総会終結時の満年齢となります。
2. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
3. 社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
(1)当社は、非業務執行取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。本議案が承認可決された場合には、髙田明氏と当該
契約を新たに締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、その職務を
行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める最低限度額であります。

(2)当社は、本議案において、髙田明氏の選任が承認可決された場合には、東京証券取引所及び福岡証券取
引所に独立役員として届け出る予定であります。

4. 当社は、優秀な人材確保、職務執行の委縮の防止のため、保険会社と取締役全員を被保険者とする会
社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、2023年
10月に更新の予定であります。本議案が承認可決された場合には、再任の取締役は引き続き、また新
任の取締役は新たに被保険者となります。

【保険契約の内容の概要】
①被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担です。

②填補の対象となる保険事故の概要
・第三者に対して損害を与えたとして、第三者から役員が損害賠償を請求された場合
・株主代表訴訟により、会社に損害を与えたとして、会社から役員が損害賠償を請求された場合

③役員の職務の適正性が損なわれないようにするための措置を講じている場合はその内容
保険料を会社が負担しております。
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第３号議案 監査役１名選任の件
監査役 小川憲久氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の選任をお願いいたし

たいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

しま だ くに お

島 田 邦 雄 新 任 社 外 独立役員

生年月日
1959年８月16日生
年齢
63 歳
性別
男性

略歴、地位
1986年４月 弁護士登録（第一東京弁護士

会）
2010年 7 月 島田法律事務所代表パートナー

（現在）

2011年６月 ㈱ツガミ社外取締役
2013年11月 ヒューリックリート投資法人監

督役員

重要な兼職の状況 所有する当社の株式の数
弁護士
㈱ツガミ監査等委員である取締役
東急㈱社外取締役

０株

社外監査役候補者とした理由
島田邦雄氏は、弁護士の資格を有し、企業法務に関する豊富な知見並びに経営に関する高い見識を有し
ています。これらの経験を活かし、且つコーポレートガバナンス・コード原則４－１１に求められる法
務に関する知識を有する者に該当することから、独立した立場から当社取締役の職務執行を監査する社
外監査役として適任であると判断いたしました。

（注）1. 候補者の年齢は本総会終結時の満年齢となります。
2. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
3. 社外監査役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
(1)島田邦雄氏が兼職されている各法人・企業と当社グループとの間には特別な取引関係等はありません。
(2)当社は、監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。本議案が承認可決された場合には、島田邦雄氏と当該契約を
新たに締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、その職務を行う
につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める最低限度額であります。
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(3)当社は、本議案において、島田邦雄氏の選任が承認可決された場合には、東京証券取引所及び福岡証
券取引所に独立役員として届け出る予定であります。

4. 当社は、優秀な人材確保、職務執行の委縮の防止のため、保険会社と監査役全員を被保険者とする会
社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、2023年
10月に更新の予定であります。本議案が承認可決された場合には、新任の監査役は新たに被保険者と
なります。

【保険契約の内容の概要】
①被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担です。

②填補の対象となる保険事故の概要
・第三者に対して損害を与えたとして、第三者から役員が損害賠償を請求された場合
・株主代表訴訟により、会社に損害を与えたとして、会社から役員が損害賠償を請求された場合

③役員の職務の適正性が損なわれないようにするための措置を講じている場合はその内容
保険料を会社が負担しております。
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（ご参考）
取締役及び監査役の選任等の議案が承認可決いただいた場合の、取締役会及び監査役会の構成（スキルマトリ

ックス）について、以下表に示します。
当社の取締役会及び監査役会は、期待する専門知識及び経験（スキル）に加え、高い倫理観、公正さ、誠実さ

等を備えた多様な役員にて構成されており、取締役の指名においては任意の指名委員会にて構成や必要となるス
キルについて審議しております。

独立
役員

当社が取締役に期待する専門知識及び経験

取

締

役

会

取締役氏名 企業
経営

財務・
会計

グロー
バル

技術・
開発・
品質

IT・デ
ジタル

人事・
労務・
安全

リスク
マネジメ
ント・
コンプラ
イアンス

資本
市場 ESG

❶中村 公一 ● ● ●
❷中村 公大 ● ● ● ●
❸吾郷 康人 ● ● ● ● ●
❹諸藤 克明 ● ● ● ●
❺大庭 政博 ● ● ●
❻青木 信之 ● ● ●
❼岡橋 輝和 ● ● ● ●
❽小川 誠 ● ● ●
❾齋木 尚子 ● ● ● ● ●
❿髙田 明 ● ● ● ● ●

独立
役員

当社が監査役に期待する専門知識及び経験

監
査
役
会

監査役氏名 財務・
会計

法律・
弁護士

金融業界
の知見

監査法人
の知見

当社事業
の知見

❶野中美三夫 ● ●
❷辻 義輝 ● ●
❸白羽 龍三 ● ● ●
❹島田 邦雄 ● ●

※色付きは新任の候補者です。
※上表は、取締役、監査役の有するすべての専門知識及び経験を表すものではありません。

以 上
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連結業績ハイライト

売上高 5,792 営業利益 381億円
経常利益 396 親会社株主に

帰属する当期純利益 249億円

前期比
4.6%

前期比
10.7%

前期比
11.8%

前期比
10.3%

億円

億円

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
1．事業の経過及び成果

当連結会計年度における世界経済は、中国のゼロコロナ政策によるサプライチェーンの混乱、ロシア・ウクラ
イナ情勢の長期化、原材料・エネルギー価格の高騰、金利利上げ等引き続き先行き不透明な状況が続きました。
米国では、物価高止まりによる消費押下げと大幅利上げによる住宅投資減少から内需が減速しています。一方、
個人消費は家計貯蓄を背景に総じて堅調に推移しました。中国では、ゼロコロナ政策解除が発表されましたが、
外需の低迷・慎重な個人消費等で本格回復が遅れています。国内経済では、コロナ政策の緩和と経済活動正常化
により内需を中心に持ち直し傾向にあります。一方、ロシア・ウクライナ情勢を受けた資源価格の上昇による物
価高や、海外経済の減速が輸出下振れ要因となる等先行き不透明な状況が続いております。
このような経済情勢の下、当連結会計年度における売上高は、5,792億26百万円と前期比4.6％の増収、利益

面においては、営業利益が381億69百万円と10.7％の増益、国内の工事不具合に伴う支払補償費の計上があっ
たものの、海外の倉庫火災に伴う保険金の収受により経常利益が396億31百万円と11.8％の増益、親会社株主
に帰属する当期純利益が249億59百万円と10.3％の増益となりました。

当連結会計年度のセグメントごとの業績は次のとおりであります。
(1) 物流事業

港湾国際事業では、国内の海上コンテナ取扱いの増加やこれに伴うヤード内作業・保管作業が堅調に推移しま
した。また、昨年度完工した東南アジアでのプロジェクト案件の剥落、航空貨物の取扱いの減少等の影響はある
ものの、国内外での海上貨物の輸出入取扱いが好調に推移しました。３ＰＬ一般事業では、中国・東南アジアで
の自動車部品・消費財等の輸送・保管作業等が堅調に推移したものの、国内ではお客様内製化・消費財の取扱量
が減少しました。構内では、国内客先の単価改定が進む一方、作業量は減少となりました。海外では、作業量増
の一方、装置の不具合に伴う先行コスト及び、設備修繕費用の増加がありました。
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以上の結果、物流事業全体の売上高は3,020億67百万円と前期比5.3％の増収、セグメント利益（営業利益）
は98億77百万円と前期比10.2％の減益となりました。
なお、当連結会計年度の売上高に占める割合は52.2％であります。

(2) 機工事業
設備工事では、昨年度完工した化学プラント建設工事等の剥落があったものの、鉄鋼・化学関連設備の改修・

更新・撤去・建設に伴う工事量に加え、メンテナンスで国内ＳＤＭ（大型定期修理工事)の工事が増加しました。
以上の結果、機工事業全体の売上高は2,524億88百万円と前期比4.0％の増収、セグメント利益（営業利益）

は260億75百万円と前期比17.7％の増益となりました。
なお、当連結会計年度の売上高に占める割合は43.6％であります。

(3) その他
国内ＳＤＭ（大型定期修理工事）等、機材・資材貸出の増加に伴う取扱量の増加や、道路・付帯設備の補修工

事量の増加に加え、システム構築案件が増加しました。
以上の結果、その他の事業全体の売上高は246億70百万円と前期比2.6％の増収、セグメント利益（営業利益）

は16億39百万円と前期比70.4％の増益となりました。
なお、当連結会計年度の売上高に占める割合は4.2％であります。

2．設備投資の状況
当社グループの当連結会計年度は、物流事業では、建物、建物付属設備、車両運搬具の新規投資をしておりま

す。具体的には、環境に配慮した次世代型倉庫や多様な貨種に対応可能な危険物倉庫の建設となります。また、
機工事業におきましては、機械装置、工具器具備品などが主な投資内容となります。総額で233億41百万円の設
備投資を実施いたしました。

3．資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金は、自己資金及び金融機関からの借入金などにより充当いたしました。
なお、2022年９月には、協力会社への支払早期化を資金使途とする「ソーシャルローン・フレームワーク」

を策定のうえ、本フレームワークを活用して、総額120億円のソーシャル・ローンを調達いたしました。
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533,870569,461 34,997
40,119

23,54025,619

389.09423.44
456,830434,052 237,035

214,204

553,831 35,432
22,636

382.50

462,467 248,725

579,226 39,631
24,959

272,532
481,661

426.68

売上高 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

１株当たり当期純利益 総資産 純資産

（百万円） （百万円） （百万円）

（円） （百万円） （百万円）

（2019年度）
第111期

（2021年度）
第113期

（2020年度）
第112期

（2022年度）
第114期

（2019年度）
第111期

（2021年度）
第113期

（2020年度）
第112期

（2022年度）
第114期

（2019年度）
第111期

（2021年度）
第113期

（2020年度）
第112期

（2022年度）
第114期

（2019年度）
第111期

（2021年度）
第113期

（2020年度）
第112期

（2022年度）
第114期

（2019年度）
第111期

（2021年度）
第113期

（2020年度）
第112期

（2022年度）
第114期

（2019年度）
第111期

（2021年度）
第113期

（2020年度）
第112期

（2022年度）
第114期

4．財産及び損益の状況の推移
（1）企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 111 期
（2019年度）

第 112 期
（2020年度）

第 113 期
（2021年度）

第 114 期
（2022年度）
（当 期）

売上高（百万円） 569,461 533,870 553,831 579,226

経常利益（百万円） 40,119 34,997 35,432 39,631

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 25,619 23,540 22,636 24,959

１株当たり当期純利益（円） 423.44 389.09 382.50 426.68

総資産（百万円） 434,052 456,830 462,467 481,661

純資産（百万円） 214,204 237,035 248,725 272,532
※当社は、第113期期首から「収益認識に関する会計基準」等を適用しております。
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（2）当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第 111 期
（2019年度）

第 112 期
（2020年度）

第 113 期
（2021年度）

第 114 期
（2022年度）
（当 期）

売上高（百万円） 410,287 390,909 392,469 406,546

経常利益（百万円） 27,889 26,213 25,177 30,035

当期純利益（百万円） 18,999 19,520 17,352 20,777

１株当たり当期純利益（円） 314.02 322.65 293.22 355.20

総資産（百万円） 342,602 369,856 363,208 374,646

純資産（百万円） 141,675 159,143 160,399 175,377

※当社は、第113期期首から「収益認識に関する会計基準」等を適用しております。

5．企業集団が対処すべき課題
世界の人口構造変化、地政学リスクの高まり、気候変動対応やデジタル技術の進展に伴う競争激化等、当社グ

ループを取り巻く環境は、先を見通すことが難しい混沌とした状況が続いています。そのような環境下、我々の
最も重要な経営資源である「人」の確保に関わる労働力不足の問題をはじめ、サプライチェーンの変化、カーボ
ンニュートラル、ＤＸなど、様々な事業環境変化による課題への対応が迫られています。
当社グループは、このような急速に変化する事業環境においても、世界の産業を支え続けるという使命を果た

していくため、2023年度を初年度とする「Vision2030」、「中期経営計画2026」を策定いたしました。
(1）Vision2030

世の中における当社グループの存在意義を再認識するために、新たにパーパス（企業の存在意義）を掲げ
るとともに、将来の変化を見据え、2030年における山九グループのあるべき姿を描き、それを実現するた
めの方針を策定しました。
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Vision2030 あるべき姿

「人・社会・環境への感謝」を事業で実現する人間力企業

長期経営戦略 2030によるアプローチ
人への感謝

● 本質的な労働安全、労働負荷軽減
● 社員一人ひとりの能力向上・教育支援
● 多様な人財が活躍できる基盤整備

人を大切にすることを事業で実現
社会への感謝

● サービスの安全・品質の担保
● 顧客の変革に対応した運営支援
● 社会インフラ維持・安定に貢献
● 雇用の創出

● 再生可能エネルギー関連事業
● 循環型社会実現への貢献
● 設備寿命工場に寄与する保全事業
● CO2 排出量削減

社会（顧客）の期待を事業で実現
環境への感謝

地球環境保全を事業で実現

【パーパス】

心に「Thank you」を、世界の産業に山九を。
私たち山九は自分たちを取り巻く様々な人たちへ

常に感謝の念を忘れません。
その想いを分かち合うパートナーとともに、

新たな価値を創造し、
世界の産業とその先にある暮らしを支え続けます。

【あるべき姿】
Vision2030のあるべき姿を「人・社会・環境への感謝」を事業で実現する人間力企業と定義いたしまし

た。
我々が世の中に提供しているサービスのほとんどは、人の力が生み出しています。まずは、人への感謝と

して、人を大切にすることを事業で実現します。安全の確保や労働負荷の軽減、DXや教育による能力の最
大化、多様な人財が活躍できる環境を目指していきます。
また、世の中に最高のサービスを提供し、選ばれ続けることで、社会への感謝を事業で実現します。サー

ビスの安全や品質を担保し、少しでも多くの方々の満足や笑顔を増やしていきたいと思います。その結果と
して、事業を通じて、社会貢献や雇用創出につながれば、社会に対する恩返しができると思っています。
そして、地球に生きる者の責任として、CO2排出削減等、環境保全に貢献し、環境関連の事業にも積極的

にかわることで、環境への感謝を事業で実現することを目指します。
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方針
１

方針
２

方針
３

● 山九グループの強みを活かした新規事業創出
● 海外（グローバル）展開の強化
● グリーン成長戦略の強化

ソリューション力を高め、社会課題解決への対応力強化

● 経営資源の有効活用を目的とした事業ポートフォリオマネジメント
● データ活用による経営意思決定の高度化（経営の見える化）

将来の事業環境変化に備え、人財・投資を適切に管理し、
経営資源を最適配分する仕組みの構築

● 現場の知恵とテクノロジーを融合した事業モデルの構築（DX）
● サービスの付加価値創造（人にしか出来ない作業の追求）

最新技術の活用による生産性向上と
新たな付加価値サービスの構築

成長市場への挑戦

既存顧客の領域拡大（ビジネスモデル革新）

事業ポートフォリオのマネジメント＆再構築

社会の持続的成長を支える事業展開

産業構造変化を支えるサービス変革

持続的成長を支える経営管理の高度化

●既存事業の技術・技能・ノウハウを活かし
新たな事業領域へ進出

●次世代の成長への種蒔き
●積極的な先行投資

●既存事業の強みを活かした海外展開の拡大
●現地有力企業との取引拡大
●グローバル人財の育成・流動化

●カーボンニュートラルに向けて変化する
社会・顧客のニーズ獲得

●新たに必要となる人財・技術・ノウハウの整備
●積極的な先行投資

●安全・品質・技術・技能・ノウハウの
徹底的向上

●効率化・差別化・付加価値創造による
顧客課題の解決

●顧客のニーズを捉え、国内外案件の確実な取り込み

既
存
事
業
の
維
持
・
領
域
拡
大

現在から未来への持続的な収益力の確保（成長市場への挑戦）

経営基盤強化
安全・品質・コンプライアンス・ガバナンス リスクマネジメント強化

４つの基本戦略

❶❶

❷❷

❸❸

❹❹
海
外
事
業

拡
大

既
存
事
業
の

収
益
強
化

新
規
事
業

領
域
進
出

グ
リ
ー
ン
機
会

獲
得
・
準
備

手段
人財強化
DX・自動化
ターゲットの特定
パートナーとの協業

【長期経営戦略2030】
あるべき姿を実現するための３つの方針

(2)中期経営戦略2026
「中期経営計画2026」（2023-2026年度）は「変革期」と位置付け、これまでのやり方や考え方を変革
し、人の力を最大限に引き出すためのDX推進やカーボンニュートラルへの対応等、新たな課題への取り組
みを推進してまいります。既存事業の需要を確実に捉えながら、将来の成長領域における機会の獲得に取り
組むことで、現在から未来への持続的な収益力の向上を目指してまいります。また、資本の効率性をより重
視した経営を行い、株主還元の充実を図ってまいります。
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【数値目標】
財務指標 中期目標 2026年度 長期目標 2030年度

売上高 6,300億円以上 7,000億円以上

営業利益率 6.7％以上 8.0％以上

海外売上高成長率 25％UP 65％UP

ROIC（投下資本利益率） 8.0％水準 10％水準

非財務指標 中期目標 2026年度 長期目標 2030年度

CO2排出量削減※(2020年度比) 18％削減 42％削減

女性管理職比率 9.5％ 11.0％
※Scope1,2、単体及び国内連結子会社

【中期経営計画の資本政策】
中期経営計画2026においては、事業活動における安定した営業キャッシュ・フローの創出を見込んでい

る一方、中期４ヶ年において将来の持続的成長に向けた多くの戦略投資を計画しています。財務の健全性・
安定性を確保しながら、負債も積極的に活用し成長投資に充てることで資本コストの抑制を図ります。ま
た、配当に加え自己株式の取得を含めた4年間の総還元性向の指標を設定し、これまでに比べ、より充実し
た株主還元を図ることで、資本の効率性を重視しながら企業価値の最大化を目指してまいります。

中期経営計画2026の指標

ROE（自己資本利益率） 10％水準

ROIC（投下資本利益率） 8.0％水準

配当性向 40％水準

４年間の総還元性向 70％水準
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6．重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

百万円 %
山 九 プ ラ ン ト テ ク ノ 株 式 会 社 （東 京 都） 450 100 機器据付業

株式会社サンキュウ･トランスポート･東京（東京都） 99 100 運輸業

株 式 会 社 ス リ ー エ ス ･ サ ン キ ュ ウ （東 京 都） 97 100 運輸・倉庫業

サンキュウエアロジスティクス株式会社（東京都） 300 100 航空代理店業

株 式 会 社 サ ン キ ュ ウ シ ッ ピ ン グ （東 京 都） 70 100 海運代理店業

サンキュウビジネスサービス株式会社（東京都） 30 100 人材サービス業

株式会社サンキュウ･トランスポート・東日本（千葉県） 99 100 運輸業

山 九 東 日 本 サ ー ビ ス 株 式 会 社 （千 葉 県） 46 97 人材サービス業

日 本 工 業 検 査 株 式 会 社 （神 奈 川 県） 90 100 非破壊検査業

株 式 会 社 山 九 海 陸 （神 奈 川 県） 51 91 港湾運送業

山 九 近 畿 サ ー ビ ス 株 式 会 社 （大 阪 府） 30 100 人材サービス業

株式会社サンキュウ･トランスポート・中国（山口県） 50 100 運輸業

株式会社サンキュウ･トランスポート・九州（福岡県） 40 100 運輸業

株 式 会 社 イ ン フ ォ セ ン ス （福 岡 県） 100 100 情報サービス業

平 和 扶 桑 テ ク ノ 株 式 会 社 （大 分 県） 46 94 機器据付業
Sankyu Southeast Asia Holdings Pte.Ltd.

（シンガポール）
百万SG＄
124.1 100 地域統括

P.T.Sankyu Indonesia International
（インドネシア）

百万US＄
15.2 63 運輸・機器据付業

Sankyu(Singapore)Pte.Ltd. （シンガポール） 百万SG＄
5.0 100 運輸・倉庫・機器据付業

Sankyu(Malaysia)Sdn.Bhd. （マレーシア） 百万MYR
8.0 100 運輸・倉庫・機器据付業

Sankyu － Thai Co.,Ltd. （タ イ） 百万THB
172.0 98 運輸・倉庫・機器据付業
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会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容
%

Sankyu Saudi Arabia Co. （サウジアラビア） 百万SAR
3.0 100 運輸・機器据付業

山 九 東 源 国 際 ( 香 港 ) 有 限 公 司 （中 国） 百万HK＄
32.0 99 運輸・倉庫業

広 州 山 九 物 流 有 限 公 司 （中 国） 百万人民元
16.0 99 運輸・倉庫業

上 海 経 貿 山 九 儲 運 有 限 公 司 （中 国） 百万US＄
4.7 90 運輸・倉庫・機器据付業

北 京 山 九 物 流 有 限 公 司 （中 国） 百万US＄
7.0 100 運輸・倉庫業

Sankyu S/A （ブラジル） 百万BRL
171.1 100 運輸・機器据付業

7．主要な事業内容
山九グループは、「産業界を支える総合サービス業」として、次の事業を行っており、国内及び海外において

幅広く一貫責任体制のもとに業務を実施しております。

物 流 事 業

[港 湾 物 流
一 般 物 流
国 際 物 流
構 内 物 流]

荷主または船舶運送事業者の委託により、港湾における船舶の貨物荷卸し・積込み、
本船内での荷繰り業務などの実施、貨物の上屋・倉庫の保管・入出庫業務、輸出入貨
物の乙仲・通関及び船舶代理店業務、国際複合輸送を実施。併せて、一般貨物の自動
車輸送並びに廃棄物などの特殊輸送を実施しております。
また、お客様の工場構内における原材料及び製品の輸送、製品の梱包・倉庫保管・出
荷などの構内物流業務を実施しております。

機 工 事 業

[設 備 工 事
重 量 機 工
工 場
メンテナンス
設 備 土 建]

製鉄機械、石油化学及び電力関連装置、橋梁・産業機械、環境整備設備などの機器製
作・据付、配管工事並びにこれら装置類の管理から検査、補修までを行うメンテナン
ス業務の実施と併せ、装置類据付に伴う土木基礎工事、建屋建築工事なども実施して
おります。
また、モジュールプラントなどの重量物輸送を実施しております。

そ の 他

[土 木 ･ 建 築
不 動 産
そ の 他]

上記２事業以外に、土木・建築工事、機材賃貸及び不動産取引などの業務を実施して
おります。
また、情報システム、人材派遣、保険代理店等のサービスなどを実施しております。
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8．主要な営業所及び事業所
本 店 福岡県北九州市門司区港町６番７号
本社事務所 東京都中央区勝どき六丁目５番23号
ロジスティクス・ソリューション事業本部
企画部（東京都）、営業部（東京都）、３ＰＬ営業部（東京都）、AEO監査部（東京都）
国際・港運事業部
港運部（東京都）、国際物流推進部（東京都）、輸出入管理部（東京都）
３ＰＬ事業部
３ＰＬ業務部（東京都）、陸運・エコビジネス部（東京都）

ビジネス・ソリューション事業本部
企画部（東京都）
鉄鋼事業部
鉄鋼事業統括部（東京都）、鉄鋼メンテナンス部（東京都）、コークス炉プロジェクト部（千葉県）、
鉄鋼第一部（東京都）、鉄鋼第二部（東京都）
化学事業部
化学事業統括部（東京都）、化学営業部（東京都）、化学事業推進部（東京都）

プラント・エンジニアリング事業本部
企画部（東京都）、事業戦略部（東京都）
インフラ事業推進担当
インフラ事業推進部（東京都）
エンジニアリング＆メンテナンス事業部
エンジニアリング＆メンテナンス事業統括部（東京都）、メンテナンス技術部（千葉県）
海外プロジェクト部（東京都）、海外プラント輸送部（東京都）、エンジニアリング部（東京都）
プラント事業部
プラント事業統括部（福岡県）、設計部（福岡県）、重量機工部（福岡県）、プラント工事部（福岡県）、
製造部（福岡県）、設備土建部（福岡県）、機材部（福岡県）

海外統括本部
海外統括部（東京都）
東南アジアエリア
中国・東アジアエリア
中国・東アジア事業推進部（東京都）

技術・開発本部
技術・開発部（東京都）、品質保証部（福岡県）、ＩＴ企画部（東京都）
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東日本エリア
東日本エリア統括部（千葉県）、君津支店（千葉県）、設備エンジニアリングセンター（千葉県）、
鹿島鉄鋼支店（茨城県）、千葉支店（千葉県）、苫小牧支店（北海道）、鹿島支店（茨城県）、
南関東支店（神奈川県）

首都圏エリア
首都圏エリア統括部（東京都）、北関東支店（埼玉県）、東北支店（宮城県）、東京支店（東京都）、
横浜支店（神奈川県）、首都圏ＤＣ支店（神奈川県）

中部エリア
中部エリア統括部（愛知県）、静岡支店（静岡県）、東海支店（愛知県）、知多支店（愛知県）、
名古屋支店（愛知県）、四日市支店（三重県）、三重支店（三重県）

関西エリア
関西エリア統括部（大阪府）、関西エリア開発営業部（大阪府）、泉北支店（大阪府）、
北陸支店（富山県）、関西支店（大阪府）、大阪支店（大阪府）、
京滋支店（滋賀県）、神戸支店（兵庫県）、兵庫支店（兵庫県）

中・四国エリア
中・四国エリア統括部（広島県）、岡山支店（岡山県）、四国支店（愛媛県）、東中国支店（広島県）、
呉支店（広島県）、広島支店（広島県）、岩国支店（山口県）、光支店（山口県）、周南支店（山口県）

九州エリア
九州エリア統括部（福岡県）、九州エリア開発営業部（福岡県）、八幡支店（福岡県）、
北九州支店（福岡県）、門司支店（福岡県）、若松支店（福岡県）、福岡支店（福岡県）、
大分支店（大分県）、大分東支店（大分県）、宮崎支店（宮崎県）
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9．従業員の状況
（1）企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

31,141名 87名増

（注）従業員数は、山九グループからグループ外への出向者（86名）を除き、グループ外から山九グループへの
出向者（70名）を含む就業人員であります。

（2）当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

12,233名 234名減 40.9歳 15.0年

（注）1. 従業員数は、就業人員で記載しております。
2. 従業員数は、当社から他社への出向者（1,097名）を除き、他社から当社への出向者（180名）を含

む就業人員であります。

10．主要な借入先（2023年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株式会社みずほ銀行 14,562

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 12,757

株式会社三井住友銀行 2,437

（注）1. 百万円未満は切り捨てて表示しております。
2. 当社単体の金額を記載しております（グループ内借入を除く）。
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Ⅱ 会社の株式に関する事項
1．株 式 数 発行可能株式総数 200,000,000株

発行済株式の総数 61,757,978株
（自己株式 3,262,953株を含む）

2．株 主 数 10,015名

3．大株主の状況
株 主 名 持株数 持株比率

千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 10,577 18.08

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 3,247 5.55

日本製鉄株式会社 2,061 3.52

公益財団法人ニビキ育英会 1,960 3.35

山九従業員持株会 1,507 2.58

株式会社みずほ銀行 1,212 2.07

明治安田生命保険相互会社 1,200 2.05

JP MORGAN CHASE BANK 385632 1,172 2.00

J.P.MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A.381572 1,142 1.95

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,032 1.76

（注）1. 自己株式は、上記大株主から除いております。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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Ⅲ 会社役員に関する事項
1．取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 会 長 中 村 公 一 CEO
代 表 取 締 役 社 長 中 村 公 大 COO
代 表 取 締 役 副 社 長 吾 郷 康 人
代表取締役専務取締役 諸 藤 克 明 管理管掌 CFO
代表取締役専務取締役 大 庭 政 博 事業管掌
代表取締役専務取締役 青 木 信 之 エリア管掌 兼エリア統括 兼安全・環境統括

社 外 取 締 役 岡 橋 輝 和 ㈱インフォマート 社外取締役
㈱マーキュリアインベストメント 社外取締役

社 外 取 締 役 堀 啓二郎
社 外 取 締 役 小 川 誠

社 外 取 締 役 齋 木 尚 子
双日㈱ 社外取締役
㈱日本政策投資銀行 社外監査役
㈱小松製作所 社外取締役

常 勤 監 査 役 野 中 美三夫
常 勤 監 査 役 辻 義 輝

社 外 監 査 役 小 川 憲 久
弁護士、㈱セゾン情報システムズ 社外監査役
NCメディカルリサーチ㈱ 社外監査役
㈲日本ビーピーダブリュー 社外取締役

社 外 監 査 役 白 羽 龍 三 公認会計士、東電設計㈱ 社外監査役
（注）1. 2022年６月24日開催の第113回定時株主総会において、齋木尚子、大庭政博、青木信之の３氏が取

締役に、野中美三夫氏が監査役に新たに選任され、就任いたしました。
2. 2022年６月24日開催の第113回定時株主総会の終結の時をもって、美好秀樹氏は辞任により、小川

隆氏は任期満了により取締役を退任、また有田浩氏は辞任により監査役を退任いたしました。
3. 取締役岡橋輝和、堀啓二郎、小川誠、齋木尚子の４氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。
4. 監査役小川憲久、白羽龍三の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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5. 取締役岡橋輝和、堀啓二郎、小川誠、齋木尚子、監査役小川憲久、及び白羽龍三の６氏は、東京証券
取引所及び福岡証券取引所が一般株主保護のため確保することを義務づけている独立役員でありま
す。

6. 常勤監査役野中美三夫氏は、当社財務部門及び内部監査部門において長年の経験を有し、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有しております。

7. 常勤監査役辻義輝氏は、金融機関における長年の経験を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。

8. 社外監査役白羽龍三氏は、公認会計士としての長年の経験を有し、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

9. 当事業年度末日後の取締役の異動
2023年４月１日付及び2023年５月30日付をもって、取締役の地位及び担当の一部が変更され、次
のとおりとなりました。

地 位 氏 名 担 当 異 動 日

代表取締役専務取締役 諸 藤 克 明 管理・ESG管掌 CFO 2023年５月30日

代表取締役専務取締役 青 木 信 之 エリア管掌 兼エリア統括 兼安全統括 2023年４月1日

2．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、優秀な人材確保、職務執行の委縮の防止のため、保険会社と取締役、監査役及び執行役員を被保険者

とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、2023年
10月に更新の予定であります。
【保険契約の内容の概要】
①被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は会社負担です。

②補填の対象となる保険事故の概要
・第三者に対して損害を与えたとして、第三者から役員が損害賠償を請求された場合
・株主代表訴訟により、会社に損害を与えたとして、会社から役員が損害賠償を請求された場合

③役員の職務の適正性が損なわれないようにするための措置を講じている場合はその内容
保険料を会社が負担しております。

3．責任限定契約の内容の概要
当社と各非業務執行取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令

が定める最低限度額であります。
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3．取締役及び監査役の報酬等の額
(1)取締役及び監査役の報酬等の決定方針
①基本方針
当社は取締役及び監査役の報酬等の額の決定に関する方針を定めており、その内容は取締役及び監査役の報
酬に関する社会的動向、当社の業績、従業員給与との衡平その他報酬水準の決定に際し斟酌すべき事項を勘
案のうえ、取締役及び監査役の職位及び職責に応じて決定する。
なお、当基本方針は取締役会にて決議する。

②基本報酬及び賞与の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
取締役及び監査役報酬は、基本報酬と賞与で全額が構成される。
基本報酬については、各役職別に応じた基本報酬を月額で支給する。一方、賞与は業績に応じて支給される。
賞与の算定方法については、事業運営の全体の成果として、当社の当該事業年度経常利益額を基に、各役職
別の係数を乗じて算出し、賞与支給額を決定する。
当事業年度における賞与算出の指標である経常利益の目標は264億円であり、その実績は300億35百万円と
なりました。

③取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
当社の取締役報酬額は取締役会にて、また監査役報酬額は監査役の協議にて、株主総会で決議された報酬限
度額を超えない範囲で決議する。
役員報酬限度額は、2016年６月28日開催の第107回定時株主総会において決議されております。取締役に
ついては、報酬限度額を年額12億円以内（うち社外取締役分は年額60百万円以内、使用人兼取締役の使用
人分給与は含まない）、監査役については、報酬限度額を年額２億10百万円以内としております。当該株主
総会決議時点における取締役の対象員数は14名（うち社外取締役２名）、監査役の対象員数は４名となりま
す。

④当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、上記方針に基づいていることを、全出席役員に説明し、
取締役会で承認していることから、適正であると判断しております。

(2)役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役 員 区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 賞与

取
締
役

取締役（社外取締役を除く） 714,700 359,900 354,800 8

社外取締役 52,050 46,050 6,000 4
監
査
役

監査役（社外監査役を除く） 72,200 48,000 24,200 3

社外監査役 36,200 24,000 12,200 2

合 計 875,150 477,950 397,200 17
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4．社外役員に関する事項
（1）当事業年度における活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社 外 取 締 役

岡 橋 輝 和
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回（94％）出席
し、企業経営者としての専門的見地から意見を述べるととも
に、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための
発言を行いました。

堀 啓二郎
当事業年度開催の取締役会17回のうち17回（100％）出席
し、企業経営者としての専門的見地から意見を述べるととも
に、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための
発言を行いました。

小 川 誠
当事業年度開催の取締役会17回のうち17回（100％）出席
し、行政出身者としての専門的見地から意見を述べるととも
に、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための
発言を行いました。

齋 木 尚 子
取締役就任後に開催された取締役会12回のうち12回（
100％）出席し、行政出身者としての専門的見地から意見を
述べるとともに、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確
保するための発言を行いました。

社 外 監 査 役

小 川 憲 久

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回（100％)出席
し、適宜必要な発言を行いました。また、監査役会16回の
うち16回（100％）出席し、弁護士としての専門的見地か
ら監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協
議等を行いました。

白 羽 龍 三

当事業年度開催の取締役会17回のうち17回（100％)出席
し、適宜必要な発言を行いました。また、監査役会16回の
うち16回（100％）出席し、公認会計士としての専門的見
地から監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項
の協議等を行いました。

（2）重要な兼職と当社グループとの関係
①社外取締役 岡橋輝和氏の兼職先と当社グループとの間には重要な取引関係等はありません。
②社外取締役 齋木尚子氏の兼職先と当社グループとの間には重要な取引関係等はありません。
③社外監査役 小川憲久氏の兼職先と当社グループとの間には重要な取引関係等はありません。
④社外監査役 白羽龍三氏の兼職先と当社グループとの間には重要な取引関係等はありません。
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Ⅳ 会計監査人の状況
1．会計監査人の名称
有限責任監査法人 トーマツ

2．会計監査人の報酬等の額
（1）当社が支払うべき報酬等の額 76,500千円
（2）当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 79,850千円
（注）1. 監査役会は、会計監査人からの見積書及び担当部署による査定の内容を精査した結果、前年実績・監査品

質・監査計画時間を鑑み妥当であると全員が合意し、会計監査人の報酬等について同意いたしました。
2. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の

監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記(1)の金額は
これらの合計額を記載しております。

3. 当社の重要な子会社のうち、Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.(シンガポール)、上海経貿山九儲運有限公司（中
国)、Sankyu S/A（ブラジル）をはじめとした海外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または
監査法人（外国におけるこれらの資格を有する者を含む。）の監査（会社法または金融商品取引法（これら
の法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるものに限る。）を受けております。

3．非監査業務の内容
記載すべき事項はありません。

4．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の

解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたしま
す。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監

査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会において、解任した旨及びその理由を報告いたします。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告に記載しております数字は、金額及び株式数については表示単位未満の端数を切り捨て、その

他は四捨五入により表示しております。
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連結貸借対照表 （2023年３月31日現在） （単位 百万円）

科 目 金 額

（資産の部）
流動資産 250,629

現金及び預金 51,118
受取手形、売掛金及び契約資産 185,423
有価証券 1,548
未成作業支出金 1,273
その他の棚卸資産 2,220
その他 9,266
貸倒引当金 △221

固定資産 231,032
有形固定資産 166,901
建物及び構築物 66,680
機械装置及び運搬具 12,223
土地 58,337
リース資産 6,312
建設仮勘定 4,720
その他 18,626
無形固定資産 7,280
のれん 204
その他 7,075
投資その他の資産 56,850
投資有価証券 27,014
退職給付に係る資産 10,565
繰延税金資産 10,351
その他 9,374
貸倒引当金 △454

資産合計 481,661

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 116,861

支払手形及び買掛金 48,864
短期借入金 8,551
リース債務 2,758
未払法人税等 9,573
契約負債 1,453
賞与引当金 10,951
役員賞与引当金 484
工事損失引当金 591
完成工事補償引当金 68
その他 33,562

固定負債 92,267
社債 15,000
長期借入金 25,675
リース債務 4,176
繰延税金負債 706
再評価に係る繰延税金負債 4,268
役員退職慰労引当金 195
退職給付に係る負債 30,892
資産除去債務 2,989
その他 8,362

負債合計 209,128
（純資産の部）
株主資本 253,238
資本金 28,619
資本剰余金 12,715
利益剰余金 221,027
自己株式 △9,124
その他の包括利益累計額 16,046
その他有価証券評価差額金 9,500
繰延ヘッジ損益 △0
土地再評価差額金 △46
為替換算調整勘定 3,822
退職給付に係る調整累計額 2,771
非支配株主持分 3,247
純資産合計 272,532
負債純資産合計 481,661

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 (自至 2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日) （単位 百万円）

科 目 金 額

売上高 579,226
売上原価 515,514
売上総利益 63,711
販売費及び一般管理費 25,542
営業利益 38,169
営業外収益
受取利息 497
受取配当金 914
持分法による投資利益 71
為替差益 101
受取保険金 956
その他 1,428 3,969
営業外費用
支払利息 579
支払補償費 760
その他 1,168 2,508
経常利益 39,631
特別損失
固定資産除却損 983
減損損失 188 1,172
税金等調整前当期純利益 38,458
法人税、住民税及び事業税 14,560
法人税等調整額 △1,404 13,156
当期純利益 25,302
非支配株主に帰属する当期純利益 343
親会社株主に帰属する当期純利益 24,959
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表 （2023年３月31日現在） （単位 百万円）
科 目 金 額

（資産の部）
流動資産 159,996

現金及び預金 13,871
受取手形 4,756
売掛金 105,728
契約資産 24,816
未成作業支出金 458
その他の棚卸資産 1,970
前払費用 1,217
短期貸付金 139
関係会社短期貸付金 2,180
未収入金 905
その他 3,959
貸倒引当金 △8

固定資産 214,650
有形固定資産 125,371
建物 53,849
構築物 2,955
機械装置 5,589
船舶 52
車両運搬具 659
工具器具備品 2,277
土地 50,556
リース資産 4,892
建設仮勘定 4,537

無形固定資産 6,463
借地権 1,199
ソフトウェア 4,760
リース資産 9
電話加入権 171
その他 323

投資その他の資産 82,815
投資有価証券 19,863
関係会社株式 38,350
出資金 12
関係会社出資金 3,773
長期貸付金 150
関係会社長期貸付金 885
破産更生債権等 166
長期前払費用 384
前払年金費用 6,798
差入保証金 3,861
繰延税金資産 7,459
その他 1,482
貸倒引当金 △374

資産合計 374,646

科 目 金 額
（負債の部）
流動負債 123,329

支払手形 355
買掛金 36,712
短期借入金 40,300
1年内返済予定の長期借入金 7,499
リース債務 2,180
未払金 5,156
未払法人税等 7,316
未払消費税等 4,994
未払費用 4,703
契約負債 800
預り金 2,807
前受収益 3
賞与引当金 10,067
役員賞与引当金 397
完成工事補償引当金 33
その他 1

固定負債 75,939
社債 15,000
長期借入金 24,934
リース債務 3,194
退職給付引当金 25,024
再評価に係る繰延税金負債 4,268
資産除去債務 2,959
その他 558

負債合計 199,269
（純資産の部）
株主資本 166,450
資本金 28,619
資本剰余金 11,936
資本準備金 11,936
その他資本剰余金 0

利益剰余金 135,018
利益準備金 310
その他利益剰余金 134,708
固定資産圧縮積立金 917
別途積立金 98,900
繰越利益剰余金 34,890

自己株式 △9,124
評価・換算差額等 8,927
その他有価証券評価差額金 8,975
繰延ヘッジ損益 △0
土地再評価差額金 △46

純資産合計 175,377
負債純資産合計 374,646

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 (自至 2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日) （単位 百万円）

科 目 金 額

売上高 406,546
売上原価 363,771
売上総利益 42,774
販売費及び一般管理費 16,176
営業利益 26,598
営業外収益
受取利息 108
受取配当金 3,817
為替差益 507
受取賃貸料 262
その他 440 5,136
営業外費用
支払利息 278
社債利息 62
支払補償費 760
その他 597 1,699
経常利益 30,035
特別損失
固定資産除却損 316
減損損失 188 505
税引前当期純利益 29,530
法人税、住民税及び事業税 9,946
法人税等調整額 △1,193 8,752
当期純利益 20,777
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2023年５月18日
山 九 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
福 岡 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 磯 俣 克 平
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 荒 牧 秀 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、山九株式会社の2022年4月1日から2023年3月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、山九株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年５月18日

山 九 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
福 岡 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 磯 俣 克 平
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 荒 牧 秀 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、山九株式会社の2022年4月1日から2023

年3月31日までの第114期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として
のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第114期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査方針、監査計画等に従
い、オンライン会議も活用しながら取締役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所の業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等とオンライン会議も活用しながら意思疎通及び
情報の交換を図るとともに、子会社に対して事業の報告を求め、必要に応じて業務
及び財産の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、そ
の監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月24日
山 九 株 式 会 社 監 査 役 会

常勤監査役 野 中 美三夫 ㊞
常勤監査役 辻 義 輝 ㊞
社外監査役 小 川 憲 久 ㊞
社外監査役 白 羽 龍 三 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図 東京都中央区勝どき六丁目5番23号
当社会議室

当日のお問い合せ
代表 03（3536）3939

交通アクセス
地下鉄を

ご利用の場合 都営大江戸線「勝どき」駅下車
A3a、A3b出口から徒歩約10分

都営バスを
ご利用の場合 「豊海区民館入口」下車

（バス停正面）
バス停「勝どき駅前」から、「豊海水産埠頭行」をご利用くださ
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1

構内図

https://www.sankyu.co.jp/



電子提供措置の開始日2023年６月１日

第 114回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

会 社 の 体 制 お よ び 方 針
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表
(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)
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会社の体制および方針
当社が「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並び

に当該株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定
める体制」として取締役会で決議した事項は、次のとおりであります。

1．内部統制システム
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、取締役、従業員を含めた行動規範として「倫理規程」「コンプライアンス規程」に則り、これらの
遵守を図っている。

②取締役会については、「取締役会規程」によって適切な運営が確保されており、月１回開催することを原則
とし、その他必要に応じて書面決議も含め随時開催している。取締役会では取締役間の意思疎通を図るとと
もに相互に業務執行を監督し、必要に応じて公認会計士、弁護士等の意見を聴取し、法令及び定款違反行為
の未然防止に努めている。また、当社は、監査役会設置会社であり、「監査役監査規程」に従い、取締役の
職務執行について監査を行っており、経営機能に対する監督強化に努めている。取締役が他の取締役の法令
及び定款違反行為を発見した場合は、直ちに取締役会及び監査役に報告しその是正を図る。

③反社会的勢力に対しては、「倫理規程」において市民生活の秩序・安全に脅威を与え、経済活動にも障害と
なる反社会的勢力・団体との関係を一切遮断するとともに、それらの活動を助長するような行為は一切行っ
てはならない旨規定している。また、特殊暴力防止対策協議会に加入しており所轄警察署及び株主名簿管理
人等から関連情報を収集して不測の事態に備え最新の動向を把握するよう努めている。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、「情報管理基本規程」に基づき、当社のすべての情

報の適切かつ円滑な保護、管理及び活用を図っている。また、同規程の下位規程である「文書管理規程」「電子
情報管理規程」及び「稟議規程」に基づき保存及び管理について適切かつ確実に実施している。法定備置書類に
ついては、法令及び「文書管理規程」に定められた期間内は閲覧可能な状態を維持している。
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（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社が日常的に対象とする経営・品質、法的、事故・災害・地震・風水害、人権・個人、環境、ＩＴ情報、
財務、海外・カントリーリスク等に係るリスク案件（関係会社を含む。）について「リスクマネジメント規
程」に基づき各所管部署において潜在リスクを洗い出し、把握、評価して適切な対策を立て、報告または審
議する必要があると判断される案件は、所定のレポートラインに従って経営企画部へ定期的に報告してい
る。

②経営企画部に報告された各リスク案件で審議する必要があると判断されたものは、年２回、社長、代表取締
役及び社長が指名した者により構成される経営会議で報告させ、総合的に対応策を検討している。特に、重
要な案件については、取締役会に報告している。

③当社が会社の経営（関係会社を含む。）や役職員の危機に伴い、緊急の行動をとる事態が発生した場合には
「クライシスマネジメント規程」に基づきその対応及び拡大を防止している。組織対応として代表取締役を
本部長とする特別対策本部を設置し、必要に応じて外部アドバイザーを加えた組織の下で迅速な対応を行
い、損害の拡大防止に努める体制を整えている。

④事業の継続が脅かされる緊急事態で特に地震等の自然災害については、発生時から復旧に向けての対策を織
り込んだ「事業継続計画（ＢＣＰ）」を策定している。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制
①当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を月１回定例に開催するほ
か、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、重要事項の決定及び取締役相互の業務執行状況の監督等を
行っている。また、経営方針及び経営戦略等に関する重要事項については、事前に経営会議において議論を
行い、その審議を経て取締役会が執行決定を行う。なお、監督と執行の分離を進め、取締役会による業務執
行の監督機能強化及び意思決定の迅速化を図るために執行役員制度を導入している。

②取締役会の決定に基づく業務執行については、「職責権限規程」「業務分掌」において、それぞれの責任者及
びその責任、執行手続の詳細について定めている。

③取締役会は、あらかじめ「稟議規程」を定めており、取締役会に付議しなくてよい事案については、権限委
譲による効率的な業務を遂行している。
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（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①「倫理規程」をコンプライアンス行動規範とし、国の内外を問わず、すべての法律及び国際ルール及びその
精神を遵守するために「コンプライアンス規程」を制定している。取締役会は、コンプライアンス体制を構
築・維持し、コンプライアンスの実現確保を図っている。この体制を推進するために、代表取締役を委員長
とするグループ全体を統括するコンプライアンス委員会を設置、また下部体制として各部門担当役員等を委
員長とするコンプライアンスサブ委員会を設置し、推進体制の充実を図っている。また、環境に関するコン
プライアンスを強化徹底させるため、「環境管理規程」に則り、環境保全の継続的な活動を推進している。

②当社及びグループの内部通報制度である「さんきゅうホットライン」を設置し、法令違反行為等による損害
の拡大の予防に努めている。

③コンプライアンスを徹底させるため役員・階層別・職種別研修会を実施している。
④内部監査に関しては、「監査規程」に則り、内部監査部が年間内部監査計画に基づき、事業部門及び子会社
についての業務・会計等の監査を実施している。内部監査の結果は、監査役に報告し、監査役との連携を図
っている。また、内部監査部は、社長直轄組織とし、より一層の監査強化を図っている。

⑤法律等が改正・変更になった場合には、法務部及び総務部が中心となり当社に関係がある内容について、規
程の新規作成・改定、社内通達及びその徹底を図るための社内教育等の必要な施策を講じている。

⑥金融商品取引法に基づき財務報告の信頼性を確保するため、内部統制基本方針を定め、この基本方針に基づ
く「内部統制規程」を制定し、財務報告に係る内部統制に関する体系を明確にするとともに、体制、責任
者、実施内容等の基本項目を定めて適切な運用を図っている。

（6）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①グループ全体として、業務の適正を確保するため、「関係会社管理運営規程」に則り、当社と関係会社が相
互に協調することにより総合力を発揮している。経営管理においては、グループ経営の基本方針を定めると
ともに、「関係会社管理運営規程」に従い、当社への決裁・報告制度を徹底する。必要に応じてモニタリン
グも実施する。また、関係会社社長会議を開催し、情報交換や情報共有化を図っている。

②子会社との情報交換、人事交流をはじめ、子会社との連携体制を確立している。
③子会社が当社からの経営管理や経営指導内容に背き法令に違反したりその他コンプライアンス上問題がある
と認めた当社責任者（コンプライアンス統括責任者を含む。）は、速やかに各所管部署に報告し是正を求め
るとともに、コンプライアンス委員会及び監査役（子会社と当社）に報告する。
また、双方の監査役は意見を述べるとともに、必要に応じて改善策の策定を求める。
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④当社の経営管理や経営指導内容が、法令に違反したりその他コンプライアンス上問題があると認めた責任者
（コンプライアンス統括責任者を含む。）は、コンプライアンス委員会及び監査役（当社と子会社）に報告し
是正を求める。また、双方の監査役は、意見を述べるとともに、必要に応じて改善策の策定を求める。

⑤内部通報制度をグループ会社全体を対象とした制度として位置付け、適切な運営を行っている。

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役会から補助すべき使用人の配置要請があった場合は、その人選については、監査役会と協議の上、同意

を得て配置することとする。

（8）前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
補助すべき使用人を配置する場合は、取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の業務遂行は、監査役

の指揮命令に従うものとする。また、当該使用人に係る人事異動・人事評価・懲戒処分等は監査役会の同意を得
なければならないものとする。

（9）監査役への報告に関する体制
①当社の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制
a.取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項については、監査役に都度報告す
ることとし、監査役からの要請があった場合は、更なる報告をしなければならない。

b.監査役は、取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役・執行役員及び使用人から報告を受
け、必要に応じて会社の業務及び財産の状況に関する調査等を行う。また、監査役は、取締役等に対する
助言または勧告等の意見表明、取締役の違反行為の差止め等、必要な措置を適時に講じることができる。

c.内部通報制度を通じて得た法令違反その他コンプライアンス上の問題は、監査役へ報告を行う。
②子会社の取締役及び使用人等が当社の監査役に報告をするための体制
子会社の取締役及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者は、子会社の業務または業績に影響を与え
る重要な事項については、監査役に都度報告することとし、監査役からの要請があった場合は、更なる報告
をしなければならない。
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(10)前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
監査役への報告者や内部通報者に対しては、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを行わない。

(11)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用
又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役は、職務の執行について生ずる費用について、会社から前払又は償還を受けることができる。
また、監査役が必要に応じて外部の専門家の助言を受けた場合の費用については、会社に請求することができ

る。

(12)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①内部監査部が行う内部監査の結果は、監査役に報告し、監査役監査の実効性を高めるとともに必要に応じ
て、監査役は、公認会計士、弁護士等の外部専門家の意見を聴取して監査の実効性を確保する。

②監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針を確かめるとともに、会社が対処すべ
き課題、会社を取り巻くリスクの他、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表取締役との相互認識
と信頼関係を深めるよう努める。

2．内部統制システムの運用状況の概要
当社は、上記内部統制システムの適切な運用に努めております。当事業年度における運用状況の概要は、以下

のとおりであります。
（1）コンプライアンス体制

コンプライアンス規程に従い、グループ全体を統括するコンプライアンス委員会、その下部組織として各事業
本部および各エリア等にコンプライアンスサブ委員会を設置し、コンプライアンス推進体制の強化を図っており
ます。当事業年度においては、コンプライアンス委員会を２回開催し、コンプライアンスに関する重要事項等の
審議および事前に開催したコンプライアンスサブ委員会の報告事項等の報告を行いました。

（2）リスク管理体制
リスクマネジメント規程に従い、各所管部署において潜在リスクを洗い出し、必要があると判断された案件に

ついては、経営会議において年２回報告し、総合的に対応策を検討いたしました。
また、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定しており、その周知および実効性の向上を図るため、大規模地震を想定

した全社防災訓練を実施いたしました。
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（3）取締役の職務執行
取締役会は、社外取締役４名を含む取締役10名で構成されており、取締役会規程に従い適切に運営されており

ます。当事業年度においては、17回開催され、重要事項の決定および取締役相互の業務執行状況の監督等を行い
ました。

（4）監査役の職務執行
監査役会は、社外監査役２名を含む監査役４名で構成されており、当事業年度においては、16回開催され、監

査に関する重要な事項について報告を受け、協議および決議を行いました。
また、監査役は、取締役会を含む重要な会議への出席や、代表取締役との定期的な会合、内部監査部との情報

交換等により、監査の実効性の確保に努めております。

（5）内部監査の実施
監査規程に従い、内部監査部が年間内部監査計画に基づき、事業部門および子会社についての業務・会計等の

監査を実施いたしました。内部監査の結果は、監査担当役員の承認を得て、年２回定期的に取締役会に報告して
おります。また、監査役にも報告し、監査役との連携を図っております。
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連結株主資本等変動計算書 (自至
2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日) （単位 百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当期首残高 28,619 12,715 203,301 △9,117 235,519
会計方針の変更による累積的
影響額 － － 169 － 169
会計方針の変更を反映した当
期首残高 28,619 12,715 203,470 △9,117 235,689
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － △7,312 － △7,312
親会社株主に帰属する当期
純利益 － － 24,959 － 24,959
自己株式の取得 － － － △6 △6
自己株式の処分 － 0 － 0 0
土地再評価差額金の取崩額 － － △91 － △91
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － 0 17,556 △6 17,549
当期末残高 28,619 12,715 221,027 △9,124 253,238

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分

純資産
合 計その他有

価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 8,856 27 △254 △2,291 4,097 10,434 2,770 248,725
会計方針の変更による累積的
影響額 － － － 8 △90 △81 52 139
会計方針の変更を反映した当
期首残高 8,856 27 △254 △2,283 4,006 10,352 2,823 248,864
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － － － － △7,312
親会社株主に帰属する当期
純利益 － － － － － － － 24,959
自己株式の取得 － － － － － － － △6
自己株式の処分 － － － － － － － 0
土地再評価差額金の取崩額 － － － － － － － △91
株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 644 △28 207 6,105 △1,235 5,693 424 6,118

連結会計年度中の変動額合計 644 △28 207 6,105 △1,235 5,693 424 23,667
当期末残高 9,500 △0 △46 3,822 2,771 16,046 3,247 272,532
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表（自
至

2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 56社
主要な連結子会社の名称
㈱山九海陸
山九重機工㈱
㈱スリーエス・サンキュウ
山九プラントテクノ㈱
日本工業検査㈱
㈱インフォセンス
Sankyu (Singapore) Pte.Ltd.
P.T.Sankyu Indonesia International
Sankyu S/A

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
日合工業㈱

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない
ためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 １社
持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称
（関連会社）
サンネット物流㈱

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
（関連会社）
協和海運㈱、㈱沖永開発

持分法を適用していない理由
持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないためであります。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、次の29社の事業年度の末日は12月31日であります。

Sankyu (Singapore) Pte.Ltd.
P.T.Sankyu Indonesia International
Sankyu S/A
上海経貿山九儲運有限公司 他 海外連結子会社 25社

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
①市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

②市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①未成作業支出金 個別法による原価法
②その他の棚卸資産 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）
（4）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
ａ 建 物 主として定額法
ｂ その他の有形固定資産 主として定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物15年～50年、機械装置５年～17年となっております。

②無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）で償却しており

ます。
③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

（5）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

④工事損失引当金
受注工事の将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未成工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上しております。
⑤完成工事補償引当金

完成工事に係る契約不適合の費用に備えるため、完成工事に係る補償見積額を計上しております。
⑥役員退職慰労引当金

連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

（6）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ

き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
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①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による定
額法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(12年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
（7）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非
支配株主持分に含めております。

（8）収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は次のとおりであります。
①物流事業

当社グループでは、港湾区域での物流作業、貨物輸送及び倉庫内作業、国際物流作業、顧客工場構内
での物流作業等を顧客に提供しております。
これらの作業において、作業の進捗に従って顧客は便益を享受しているため、一定の期間にわたり履

行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
なお、当社グループが代理人に該当するときには、純額で収益を認識しております。

②機工事業
当社グループでは、機工事業において、設備工事及び設備土建、保全作業等を顧客に提供しておりま

す。
これらの作業において、作業の進捗に従って顧客は便益を享受しているため、一定の期間にわたり履

行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度
の見積りは、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合
に基づいて行っております。

（9）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい
ては振当処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
a. ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金
b. ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建金銭債務
③ヘッジ方針

当社の内部管理基準である「金利スワップ実行管理基準」及び「為替予約実行管理基準」に基づき、
金利変動リスク及び為替相場変動リスクをヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法
比率分析によっております。
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（10）のれんの償却方法及び償却期間
５～10年間で均等償却しております。

（会計方針の変更に関する注記）
該当事項はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
連結損益計算書
前連結会計年度において、「営業外収益」に区分掲記しておりました「助成金収入」（前連結会計年度230百万

円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示して
おります。
なお、当連結会計年度の「営業外収益」の「その他」に含まれる「助成金収入」は1百万円であります。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
1. 見積りの内容

機工事業における一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基
づいた収益認識

2. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
機工事業における売上高 196,889百万円
機工事業における契約資産 31,577百万円

3. その他見積りの内容に関する理解に資する情報
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については一定の期間に
わたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
進捗度は、見積総原価に対する実際原価の割合で算出(インプット法)しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
見積総原価は、契約ごとの実行予算を使用しており、工事着手後の状況の変化による作業内容の変更等

を都度反映しております。ただし、外注価格および資機材価格の高騰、手直し等による施工中の追加費用
の発生など想定外の事象により見積総原価が増減した場合は、当社グループの業績を変動させる可能性が
あります。特に過去類似の作業実績がない案件については、工事等の完成のために必要となる作業内容及
び工数の見積りに不確実性を伴うため、翌連結会計年度に係る連結計算書類において認識する金額に重要
な影響を与える可能性があります。
機工事業の工事のうち、当連結会計年度末の未完成工事の各金額は次のとおりであります。

未完成工事の実行予算売上高 122,227百万円
未完成工事の当連結会計年度に計上した見積売上高 55,388百万円
未完成工事の翌連結会計年度以降に計上される売上高 71,343百万円
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. その他の棚卸資産

販売用不動産 7百万円
貯 蔵 品 2,212百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 192,242百万円
3. 保証債務

従業員及び関係先等の銀行借入他に対する保証額 668百万円
4. 土地の再評価

当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しており
ます。
・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め
る「地価税法」第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に、国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出しておりま
す。

・再評価を行った日 2002年３月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末に
おける時価と再評価後の帳簿価額との差額 △9,650百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計
年度末株式数

発行済株式
普通株式 61,757,978 － － 61,757,978

自己株式
普通株式 3,261,422 1,555 24 3,262,953

（変動事由の概要)
自己株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取による増加 1,555株
単元未満株式の売渡請求による減少 24株

2. 配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会 普通株式 3,217 55.00 2022年３月31日 2022年６月27日

2022年10月31日
取締役会 普通株式 4,094 70.00 2022年９月30日 2022年12月５日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
(百万円)

配当の
原 資

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効力発生日

2023年６月23日
定時株主総会 普通株式 4,679 利益剰余金 80.00 2023年３月31日 2023年６月26日

3. IFRICアジェンダ決定「給付の勤務期間への帰属（IAS第19号 ）」
一部の在外子会社は、2021年５月に公表されたIFRS解釈指針委員会（IFRIC）によるアジェンダ決定

「給付の勤務期間への帰属（IAS第19号に関連）」を踏まえ、退職給付債務の認識方法が明確化されたこと
に伴い、従来は従業員の勤務期間に応じた退職給付債務を認識しておりましたが、当連結会計年度より退
職給付債務の負担が発生する期間に応じて認識する方法を適用しております。
当該変更適用開始の累積的影響を、利益剰余金および為替換算調整勘定、退職給付に係る調整累計額、

非支配株主持分の当期首残高の修正として認識した結果、利益剰余金の当期首残高が169百万円増加、為
替換算調整勘定が8百万円増加、退職給付に係る調整累計額が90百万円減少、非支配株主持分が52百万円
増加しております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。資金調達についてはグルー
プＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）によるグループ資金の有効活用を図る一方、必要な資
金を効率的に調達することとし、主に銀行借入やコマーシャル・ペーパー及び社債発行により調達してお
ります。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま
す。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利

変動リスクに対しては金利スワップ取引を実施しており、支払利息の固定化を実施しております。なお、
デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。
なお、現金及び預金、受取手形及び売掛金、流動資産に計上した有価証券、未払法人税等は短期間で決

済されるものが大半を占めており、時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。
また、１年以内に返済される長期借入金(7,566百万円)は長期借入金に含めております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（＊１）

時 価
（＊１） 差 額

（1）投資有価証券
その他有価証券（＊２） 20,967 20,967 －

（2）社債 (15,000) (14,796) △203
（3）長期借入金 (33,241) (33,250) 9
（4）リース債務 (6,935) (6,828) △106
（5）デリバティブ取引

為替予約取引 38 38 －
（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２）市場価格のない株式等（6,046百万円）は、「(1)投資有価証券」には含めておりません。なお、当期に

投資事業有限責任組合への投資を行ったことに伴い、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を適用し、
時価算定会計基準適用指針第24-16項に定める取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新
たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は
以下のとおりであります。

（単位：百万円）
区分 2023年３月31日

非上場株式 5,896
投資事業有限責任組合 150
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3. 金融商品の時価及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額、レベルごとの時価は次の通りであります。
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）投資有価証券

その他有価証券 20,630 － 337 20,967

（2）デリバティブ取引

為替予約取引 － 38 － 38

資産計 20,630 38 337 21,006

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）社債 － 14,796 － 14,796

（2）長期借入金 － 33,250 － 33,250

（3）リース債務 － 6,828 － 6,828

負債計 － 54,876 － 54,876

（3）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
① 資産
投資有価証券
原則として、株式（外国株式を含む）につきましては当連結会計年度末日の市場価格をもって時価とし

ており、活発な市場で取引されているため、レベル１に分類しております。
例外として、レベル３に分類している金融商品のうち、非上場株式の新株予約権は、投資時点から連結

会計年度末まで短期間であり、時価と帳簿価額が近似すると考えられるため、帳簿価額をもって時価とし
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ております。また、在外子会社が保有している一部の非上場株式は、EBITDA倍率(5.90～8.00倍)を用い
た類似企業比較法により公正価値を測定しております。なお、EBITDA倍率が上昇(下落)した場合、公正
価値は増加(減少)します。

② 負債
社債
元利金の合計額を、発行時の社債金利と同期間の国債金利との差額を信用リスクとして計算して、当連

結会計年度末日の国債（残存期間）金利に信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値をもって時価
としております。これらの取引につきましては、レベル２に分類しております。

長期借入金・リース債務
元利金の合計額を、市場における同様の新規借り入れまたはリース契約を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値をもって時価としております。これらの取引につきましては、レベル２に分類して
おります。

③ デリバティブ取引
為替予約取引
為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値をもって時価としております。これらの取

引につきましては、レベル２に分類しております。

（資産除去債務に関する注記）
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要

借地上の建物の不動産賃貸借契約等に伴う原状回復義務等であります。
（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から３年～50年と見積り、割引率は主として2.23％を使用して資産除去債務の
金額を算定しております。

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 2,377百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 336百万円
時の経過による調整額 33百万円
資産除去債務の履行による減少額 △35百万円
その他増減額（△は減少） 278百万円
期末残高 2,989百万円
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（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を、原材料や製品の輸送を担う物流事業と、生産設備の建設・維持を担う
機工事業の２つの主力事業収益を地域別に分解した内訳は以下の通りです。

（単位：百万円）
物流事業 機工事業 その他

（＊１） 調整額 地域別売上高計
（＊４）

日本 271,002 245,524 27,407 △68,483 475,451

アジア（＊２） 75,959 25,759 28 △5,120 96,626

北・南米（＊３） 7,231 1,247 － △1,330 7,148

内部取引高 △52,125 △20,043 △2,765 74,935 －

合計 302,067 252,488 24,670 － 579,226
（＊１）「その他」の区分は「物流事業」、「機工事業」に含まれない事業セグメントであり、情報システム、人

材派遣、機材賃貸、土木・建築工事等の関連サービスを実施しております。
（＊２）「アジア」に含まれる地域は、東アジア（中国、香港、台湾）、東南アジア（シンガポール、インドネ

シア、マレーシア、タイ、ベトナム）、南アジア（インド）、中近東（サウジアラビア他）であります。
（＊３）「北・南米」に含まれる地域は、米国、ブラジルであります。
（＊４）当社グループは各地域において各法人に属する設備・従業員等により顧客と密接に結びつきながらサ

ービスを提供しているため、地域別の分解は各社の所在地を基礎としております。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、「物流事業」、「機工事業」および「その他」を営んでおります。

（1）「物流事業」
物流事業において、実施している作業は主に請負契約等に基づいて行われており、作業の進捗に従って

顧客は便益を享受しているため、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。履行義
務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる場合は、報告期間の末日において見積った履行義
務の充足に係る進捗度に応じて、作業期間にわたって収益を認識しております。進捗度は、見積総原価に
対する実際原価の割合で算出(インプット法)しております。また、顧客からの対価の支払いは、対価の計
上時から概ね１年以内に行われており、約束された対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

①港湾区域での物流作業
日本国内の港湾区域にて、コンテナターミナルの運営、貨物の船舶への積込み・荷卸し、および船舶代

理店業務等を、顧客である海運事業者からの依頼を受けて行っております。取引金額は、貨物およびコン
テナの種類、附帯作業等に基づいた単価契約や注文書等に基づき合意された金額をもとに算定しておりま
す。一部取引(船舶代理店業務等)については、代理人取引と判断し、売上高に含めておりません。

②貨物輸送及び倉庫内作業
日本および国外において、受託された貨物の輸配送および倉庫内での入出庫・保管、流通加工業務等

を、顧客である荷主または荷主から委託された事業者からの依頼を受けて行っております。取引金額につ
いて、貨物輸送は取扱量ならびに輸送量、倉庫作業は取扱量ならびに保管期間等に基づいた単価契約や注
文書に基づき合意された金額をもとに算定しております。
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③国際物流
日本および国外において、顧客からの依頼に基づいた貨物の輸出または輸入申告や、陸上・海上・航空

の輸送手段を利用した国際一貫輸送など包括的な物流業務を行っております。取引金額について、輸出・
輸入申告作業は単価契約、国際一貫輸送は取扱量ならびに輸送距離等に基づいた単価契約や注文書に基づ
き合意された金額をもとに算定しております。なお、当社グループが当事者として取引を行っている場合
には、収益を顧客から受け取る対価の総額で認識しており、当社グループが代理人として取引を行ってい
る場合には、顧客から受け取る対価の総額から売上原価を控除した純額で収益を認識しております。

④顧客工場構内での物流作業
日本および国外において、顧客の工場構内の操業支援ならびに生産された製品、その原材料、資材等の

入出荷、保管、輸送業務を、顧客から依頼を受けて行っております。取引金額は、取扱量に基づいた単価
契約や注文書に基づき合意された金額をもとに算定しております。

（2）「機工事業」
機工事業において、実施している作業は、主に工事請負契約に基づいて行われており、工事の進捗に従

って顧客は便益を享受しているため、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。履
行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる場合は、報告期間の末日において見積った履
行義務の充足に係る進捗度に応じて、工事期間にわたって収益を認識しております。進捗度は、見積総原
価に対する実際原価の割合で算出(インプット法)しております。一方で、履行義務の結果を合理的に測定
できないが、当該履行義務を充足する際に発生するコストを回収すると見込んでいる場合は、回収するこ
とが見込まれるコストの範囲でのみ収益を計上することにより、当社グループの履行を忠実に描写してお
ります。変動性がある値引き等を含む変動対価については、合理的に利用可能なすべての情報を用いて対
価の金額を見積り、重大な戻入が生じない可能性が非常に高い範囲でのみ収益を認識しております。
なお、顧客からの対価の支払いは、対価の計上時から概ね１年以内に行われております。また、約束し

た対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

①設備工事及び設備土建
設備工事及び設備土建においては、顧客構内での製鉄機械、石油化学及び電力関連装置をはじめとした

産業設備の建設や機器の据付、配管工事等を行っております。取引価格については、顧客との間の各種基
本契約や注文書に基づき合意された金額をもとに算定しております。

②保全作業
保全作業においては、顧客構内の産業設備に係るSDM（大型定期修理工事）及び日常保全を行っており

ます。取引価格については、SDMの場合は、顧客との間の各種基本契約や注文書に基づき、合意された金
額をもとに算定し、日常保全の場合は、作業ごとの単価契約に基づいた金額をもとに算定しております。

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時
期に関する情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
（単位：百万円）

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 148,834 153,309

契約資産 33,194 32,113

契約負債 1,360 1,453
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顧客との契約から生じた債権には営業債権が含まれております。
契約資産は、機工事業における工事請負契約についての進捗度の測定に基づいて認識した売上収益に係

る未請求売掛金であります。契約資産は支払いに対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から生
じた債権に振替えられます。また、契約負債には顧客からの前受金等が含まれております。
なお、当連結会計年度中に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていたものの額に

重要性はありません。
当連結会計年度中において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益

の額に重要性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において未充足（または部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格は74,112

百万円です。当該履行義務は主に機工事業における工事請負契約に係るものであり、作業の進捗に応じて
主として3年以内に売上高として認識されると見込まれます。また顧客との契約から生じる対価の中に、
取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １ 株 当 た り 純 資 産 額 4,603円55銭
2. １株当たり当期純利益 426円68銭
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(重要な後発事象)
自己株式の取得および消却
当社は、2023年５月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき自己株式を取得すること、および会社法第178条の規定に基づき自己株式の
消却を行うことについて決議をいたしました。

1．自己株式の取得および消却を行う理由
当社は中期経営計画2026の資本政策において、「資本効率性を重視しながら、持続的成長と企業価値の

最大化の実現」を目指しており、その達成度を測るうえの株主還元の目標指標のひとつに、総還元性向70
％水準（2023年～2026年の４年間）を掲げております。
上記方針を踏まえ、この度、足元の当社の財務状況及び株価の水準、市場環境を踏まえた今後の事業成

長等を勘案し、株主への利益還元の拡充及び企業価値の向上を目的として、自己株式の取得及び消却を実
施することを決定いたしました。
なお、当社は「自己株式の総数の上限は、発行済株式総数の５％程度を目安とし、それを超える株式は

原則として消却すること」を自己株式の保有方針としております。

2．自己株式の取得に係る事項の内容
（1） 取得する株式の種類 当社普通株式
（2） 取得する株式の総数 375万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合6.41％）
（3） 株式の取得価額の総額 150億円(上限)
（4） 取得期間 2023年５月11日から2024年５月10日
（5） 取得方法 東京証券取引所における市場買付

3．自己株式の消却の内容
（1）消却する株式の種類 当社普通株式
（2）消却する株式の総数 2023年５月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得の

終了時点における当社の発行済株式総数の５％に相当する数を
超える自己株式の全株式数

（3） 消却予定日 2024年５月31日
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株主資本等変動計算書 (自至 2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日) （単位 百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自己
株式

株主
資本
合計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

当期首残高 28,619 11,936 － 11,936 310 925 98,900 21,508 121,643 △9,117 153,082
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － － － － △7,312 △7,312 － △7,312
当期純利益 － － － － － － － 20,777 20,777 － 20,777
自己株式の取得 － － － － － － － － － △6 △6
自己株式の処分 － － 0 0 － － － － － 0 0
固定資産圧縮積立金
の取崩 － － － － － △7 － 7 － － －
土地再評価差額金
の取崩 － － － － － － － △91 △91 － △91
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額) － － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － 0 0 － △7 － 13,382 13,374 △6 13,368
当期末残高 28,619 11,936 0 11,936 310 917 98,900 34,890 135,018 △9,124 166,450

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 評価・換算
差額等合計

当期首残高 7,544 27 △254 7,317 160,399
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － △7,312
当期純利益 － － － － 20,777
自己株式の取得 － － － － △6
自己株式の処分 － － － － 0
固定資産圧縮積立金
の取崩 － － － － －
土地再評価差額金
の取崩 － － － － △91
株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額) 1,430 △28 207 1,609 1,609

事業年度中の変動額合計 1,430 △28 207 1,609 14,978
当期末残高 8,975 △0 △46 8,927 175,377
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表（自
至

2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（重要な会計方針に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

①市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

②市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
2. デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）未 成 作 業 支 出 金 個別法による原価法
（2）そ の 他 の 棚 卸 資 産 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）
4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

①建 物 定額法
②その他の有形固定資産 主として定率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物15年～50年、機械装置５年～17年となっております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年) で償却しており

ます。
（3）リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

5. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（4）完成工事補償引当金
完成工事に係る契約不適合の費用に備えるため、完成工事に係る補償見積額を計上しております。

（5）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。
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②数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による

定額法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超過

する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。
6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

7. 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は次のとおりであります。
（1）物流事業

当社では、港湾区域での物流作業、貨物輸送及び倉庫内作業、国際物流作業、顧客工場構内での物流作
業等を顧客に提供しております。
これらの作業において、作業の進捗に従って顧客は便益を享受しているため、一定の期間にわたり履行

義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
なお、当社が代理人に該当するときには、純額で収益を認識しております。

（2）機工事業
当社では、機工事業において、設備工事及び設備土建、保全作業等を顧客に提供しております。
これらの作業において、作業の進捗に従って顧客は便益を享受しているため、一定の期間にわたり履行

義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の見
積りは、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づ
いて行っております。

8. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について
は振当処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
①ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金

②ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務

（3）ヘッジ方針
当社の内部管理基準である「金利スワップ実行管理基準」及び「為替予約実行管理基準」に基づき、金

利変動リスク及び為替相場変動リスクをヘッジしております。
（4）ヘッジ有効性評価の方法

比率分析によっております。
9. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
損益計算書
前事業年度において、「営業外収益」に区分掲記しておりました「助成金収入」（前事業年度91百万円）は、重

要性が乏しくなったため、当事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。
なお、当事業年度の「営業外収益」の「その他」に含まれる「助成金収入」は0百万円であります。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
1. 見積りの内容

機工事業における一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基
づいた収益認識

2. 当事業年度の計算書類に計上した金額
機 工 事 業 に お け る 売 上 高 148,118百万円
機 工 事 業 に お け る 契 約 資 産 24,618百万円

3. その他見積りの内容に関する理解に資する情報
上記金額の算出方法は、連結注記表「重要な会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）
1. その他の棚卸資産

販売用不動産 7百万円
貯 蔵 品 1,963百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 133,754百万円
3. 関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 2,814百万円
4. 関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 53,055百万円
5. 保証債務

従業員及び関係会社等の銀行借入他に対する保証額 3,280百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高の総額
営業取引による取引高の総額
売 上 高 5,868百万円
仕 入 高 62,984百万円

営業取引以外の取引による取引高の総額 5,118百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

自己株式
普通株式 3,261,422 1,555 24 3,262,953

（変動事由の概要）
自己株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取による増加 1,555株
単元未満株式の売渡請求による減少 24株
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（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 5,558百万円
賞与引当金 3,069百万円
有価証券評価損 1,676百万円
資産除去債務 902百万円
減損損失 512百万円
賞与引当金に係る社会保険料 509百万円
ゴルフ会員権評価損 251百万円
貸倒引当金 65百万円
その他 1,438百万円
繰延税金資産小計 13,983百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,524百万円

繰延税金資産合計 11,459百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,120百万円
資産除去債務に対応する除去費用の資産計上額 △359百万円
その他 △520百万円

繰延税金負債合計 △4,000百万円
繰延税金資産の純額 7,459百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の「法人税、住民税及び事業税」の負担率との間の差異の原因となった
主な項目別の内訳
法定実効税率 30.5％
（調整）
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.3％
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％
住民税均等割額 0.8％
評価性引当額の増減額 0.1％

税効果会計適用後の「法人税、住民税及び事業税」の負担率 29.6％
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（関連当事者との取引に関する注記）
（単位：百万円）

種類 会社等の
名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会 社 を 含
む）

摂陽倉庫㈱

当社代表取
締役中村公
一及びその
近 親 者 が
100％を所
有しており
ます。

設備の賃借 営業取引
（設備の賃借） 73 ― ―

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等
設備の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、毎期交渉の上、契約により金額を決定しておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １ 株 当 た り 純 資 産 額 2,998円17銭
2. １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 355円20銭

（重要な後発事象）
自己株式の取得および消却
当社は、2023年５月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき自己株式を取得すること、および会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却
を行うことについて決議をいたしました。

1. 自己株式の取得および消却を行う理由
当社は中期経営計画2026の資本政策において、「資本効率性を重視しながら、持続的成長と企業価値の最

大化の実現」を目指しており、その達成度を測るうえの株主還元の目標指標のひとつに、総還元性向70％水
準（2023年～2026年の４年間）を掲げております。
上記方針を踏まえ、この度、足元の当社の財務状況及び株価の水準、市場環境を踏まえた今後の事業成長

等を勘案し、株主への利益還元の拡充及び企業価値の向上を目的として、自己株式の取得及び消却を実施す
ることを決定いたしました。
なお、当社は「自己株式の総数の上限は、発行済株式総数の５％程度を目安とし、それを超える株式は原

則として消却すること」を自己株式の保有方針としております。

2. 自己株式の取得に係る事項の内容
(1) 取得する株式の種類 当社普通株式
(2) 取得する株式の総数 375万株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合6.41％）
(3) 株式の取得価額の総額 150億円(上限)
(4) 取得期間 2023年５月11日から2024年５月10日
(5) 取得方法 東京証券取引所における市場買付
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3. 自己株式の消却の内容
(1) 消却する株式の種類 当社普通株式
(2) 消却する株式の総数 2023年５月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得の

終了時点における当社の発行済株式総数の５％に相当する数を
超える自己株式の全株式数

(3) 消却予定日 2024年５月31日


